
令和４年度広報・調査等交付金を活用した事業概要の公表について

都道府県名 事業主体 交付金事業の名称 交付金事業の概要 総事業費 交付金充当額 交付金事業の実施場所 備考

出雲崎町

16,255,408

140,000

（１）原子力発電施設等の周辺の地域の住民の安全確保に関する調査事業
（原子力関係視察・研修会への参加、原子力関連情報の収集・整理等）

（２）原子力発電施設等の周辺の地域の住民に対する原子力発電に関する広報事
業

（パンフレット・インターネット等広報、展示事業の実施、見学会の開催等）
（３）原子力発電施設等の安全性に関して行われる連絡調整事業等

（国・県・関係市町村及び関係機関との連絡調整等）

柏崎刈羽原子力発電所の隣接自治体である当町の町民に対し、原子力
発電に関する安全確保に関する調査、知識の普及を目的として、以下の
事業を行います。
（1）原子力発電施設等の周辺の地域の住民の安全確保に関する調査事
業

 ・原子力発電に関する情報や現在の動向の調査
（2）原子力発電施設等の周辺の地域の住民に対する原子力発電に関す
る知識の普及に関する事業

 ・インターネットでの最新情報の広報及び原子力関係パンフレット等の
配付
（3）原子力発電施設等の安全性に関して行われる連絡調整事業

 ・関係機関との連絡調整及び町内全世帯への情報誌の速やかな送付

広報・調査等事業

広報・調査等事業

刈羽村

出雲崎町

新潟県一円

新潟県

新潟県

16,255,408 刈羽村一円

140,000

新潟県 新潟県 広報・調査等事業

柏崎刈羽原子力発電所立地・周辺地域の住民の安全確保に関する調査、原子力
発電所の安全性に関して行われる連絡調整及び当該地域の住民をはじめ広く県
民に対する原子力発電に関する知識の普及を目的として、以下の事業を行いま
す。
（1）調査事業：原子力発電所の安全性について議論する技術委員会等会議の開
催、国内調査・研修、資料購入等による情報収集整理
（2）広報事業：「原子力だより」「新潟県の原子力発電」等広報誌や新聞広告による
広報活動、柏崎刈羽原子力発電所の透明性を確保する地域の会の運営、住民等
を対象とした講座・研修の開催、広報研修施設による展示事業及び施設の管理・
運営
（3）連絡調整事業：円滑な原子力行政を行うための市町村等関係機関との連絡調
整

48,359,810 48,359,810

新潟県 柏崎市 広報・調査等事業

原子力防災等、当市の原子力施策への反映及び市職員原子力関連知識向上の
ための調査（国・県・各種関係機関からの情報収集、原子力関係研修会等への参
加、関連情報の収集整理等） 住民に対する原子力及び原子力防災に関する知識
の普及（パンフレット・インターネット等による広報、研修会の開催、イベント出展、Ｆ
Ｍラジオ番組放送等）

15,012,077 15,012,077 柏崎市一円



Ⅰ． 事業評価総括表 （単位：円）

番号 備考

1

2

3

4

交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当額

広報・調査等事業

140,000

16,255,408

広報・調査等事業 柏崎市 15,012,077

広報・調査等事業

新潟県 48,359,810 48,359,810

15,012,077

広報・調査等事業 16,255,408刈羽村

出雲崎町 140,000



Ⅱ． 事業評価個表

番 号

1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名

・技術委員会等会議の開催：10回
・広報誌「原子力だより」の発行：4回・計16万部
・住民等を対象とした講座・研修事業のアンケート結果

「よくわかった」「（内容が）よかった」など肯定的な回答の割合：90%

交付金事業の成果目標

福島第一原発事故以後、県民から原子力発電や放射線に対する不安の声が高まっていることを踏
まえ、技術委員会等会議の開催により柏崎刈羽原子力発電所の安全対策を確認するとともに、県の
原子力行政の周知・原子力発電や放射線に関する知識の普及啓発により、原子力発電所に対する理
解の促進・不安の解消を図ります。

広報・調査等事業

交付金事業の成果指標

交付金事業実施場所

交付金事業の概要

新潟県一円

 交付金充当額 48,359,810

新潟県

交付金事業の名称

柏崎刈羽原子力発電所立地・周辺地域の住民の安全確保に関する調査、原子力発電所の安全性に
関して行われる連絡調整及び当該地域の住民をはじめ広く県民に対する原子力発電に関する知識の
普及を目的として、以下の事業を行います。
（1）調査事業：原子力発電所の安全性について議論する技術委員会等会議の開催、

 国内調査・研修、資料購入等による情報収集整理
（2）広報事業：「原子力だより」「新潟県の原子力発電」等広報誌や新聞広告による広報活動、

 柏崎刈羽原子力発電所の透明性を確保する地域の会の運営、
 住民等を対象とした講座・研修の開催、
 広報研修施設による展示事業及び施設の管理・運営

（3）連絡調整事業：円滑な原子力行政を行うための市町村等関係機関との連絡調整

総事業費 48,359,810  うち文部科学省分

 うち経済産業省分

－

48,359,810



[調査事業]委員会-委員等謝金・旅費 － 技術委員会委員ほか

[調査事業]委員会-会場借用料等雑費 随意契約（少額） 新潟万代島総合企画（株）ほか

[調査業務]旅費 － 県職員

[調査事業]国内調査-雑費 随意契約（少額） （株）村安

[調査事業]情報収集整理-資料購入費 随意契約（少額） 新潟県職員生活協同組合ほか

交付金事業の契約の概要

618,502

2,034,610

交付金事業の成果及び評価

10,010

契約金額

488,630

契約の方法 契約の相手方

（1）調査事業
技術委員会を開催し、柏崎刈羽原子力発電所の安全対策の確認を行いました。開催回数は４回

で、新型コロナウイルス感染症の影響等により、予定より開催回数は減少しました。成果指標は達
成できませんでしたが、柏崎刈羽原子力発電所で発生した様々な事案について、幅広い分野の委員
に確認いただき議論しました。

今後も、遅滞なく委員会が開催できるよう関係者と密に調整を行い、柏崎刈羽原子力発電所の安
全対策に関する議論を進めたいと考えております。

なお、公開で行った会議の開催結果については、広報誌「原子力だより」により住民へ周知しま
した。

このほか、国内調査により、原子力発電に係る最新の知見・情報を収集し、県の行政運営に活用
しました。
（2）広報事業

広報誌「原子力だより」等により、県の原子力行政や柏崎刈羽原子力発電所の最新の状況等につ
いて周知したほか、（公財）柏崎原子力広報センターによる原子力発電に係る展示事業や講座、研
修会等を開催しました。

また、３つの検証でとりまとめられた報告書に関する説明会を４回開催し、参加者と意見交換を
行いました。

原子力だよりについては、４回・計163,600部を発行し成果指標を達成しました。講座・研修事業
については、「原子力講座・研修」「放射線教育研修会」「放射線教室」を開催し、アンケートで
は96%の肯定的な回答を得られ、成果指標を達成しました。
（3）連絡調整事業

国、自治体等の関係機関と適時に連絡調整を行い、原子力行政を円滑に行うことができました。

評価指標を達成できなかった項目が一点ありましたが、総じて交付金の充当が成果目標の達成に寄
与したと評価します。

契約の目的

304,568



[調査事業]情報収集整理-賃金 － 臨時職員等

[調査事業]情報収集整理-負担金 随意契約（少額） 原子力発電関係団体協議会

 [広報事業]新聞、雑誌等広報-広告掲載料 随意契約（特命） （株）新潟日報社ほか

 [広報事業]新聞、雑誌等広報-広告掲載料 随意契約（少額） （株）日本経済社新潟支社ほか

 [広報事業]新聞、雑誌等広報-制作費 随意契約（少額） （株）新潟日報メディアネット

[広報事業]ﾎﾟｽﾀｰ､ﾁﾗｼ､ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等広報-制作費等 随意契約（少額） （株）北越印刷ほか

[広報事業]ﾎﾟｽﾀｰ､ﾁﾗｼ､ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等広報-委託費 随意契約（特命） （公財）柏崎原子力広報センター

[広報事業]講習会、セミナー等-委託費 随意契約（特命） （公財）柏崎原子力広報センター

[広報事業]講習会、セミナー等-委託費 随意契約（少額） （株）新宣ほか

[広報事業]展示事業-更新・補修費 随意契約（少額）

[連絡調整事業]旅費 － 県職員

[連絡調整事業]通信費 随意契約（少額） 東日本電信電話（株）ほか

[連絡調整事業]資料制作費 随意契約（少額） （株）田村商店新潟支店ほか

[連絡調整事業]事務用品 随意契約（少額） （株）ヒウラ

[連絡調整事業]ガソリン代 随意契約（少額） 新潟県石油業協同組合ほか

[連絡調整事業]高速道路使用料 随意契約（少額） 東日本高速道路（株）

[連絡調整事業]雑費 随意契約（少額） 日本放送協会ほか

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

609,787

11,558,182

100,000

25,000

無

（株）千代田テクノル柏崎刈羽営業所ほか

923,452

2,883,914

8,700,000

1,983,683

10,835,000

141,690

83,791

223,665

377,743

366,883

1,134,650

623,700

4,332,350



番 号

2

交付金事業の成果指標

・広報誌「広報かしわざき」に「アトム情報」を掲載：年12回
・冊子「原子力発電その経過と概要」を作成：年1回
・ＦＭラジオ番組放送：月1回（再放送含む）
・住民を対象とした原子力講座のアンケートにおいて、肯定的な回答の割合が80%以上

総事業費 15,012,077  交付金充当額 15,012,077

交付金事業の成果目標

当市に立地している東京電力ＨＤ柏崎刈羽原子力発電所は、原子炉を7基有している世界最大の原
子力発電所です。福島第一原発事故以降、原子力発電所や放射線に対して不安を感じている住民も
多く、原子力発電所立地自治体として、原子力発電所の安全性に関する情報や原子力に関する正し
い情報を提供することや、避難計画をはじめとする原子力災害時の危機管理体制を強化することに
よって、住民の不安を解消することが重要な課題となっています。事業の実施によって、住民の原
子力に関する正しい知識の習得と当市の危機管理体制の強化を図ることで、住民の原子力発電所や
放射線に対する不安の解消を図ります。

広報・調査等交付金

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 柏崎市

交付金事業実施場所 柏崎市一円

交付金事業の概要

原子力防災等、当市の原子力施策への反映及び市職員原子力関連知識向上のための調査（国・
県・各種関係機関からの情報収集、原子力関係研修会等への参加、関連情報の収集整理等）

住民に対する原子力及び原子力防災に関する知識の普及（パンフレット・インターネット等によ
る広報、研修会の開催、イベント出展、ＦＭラジオ番組放送等）

交付金事業の名称



交付金事業の成果及び評価

国・県・関係機関との連絡体制を確立して、原子力や原子力防災に関する情報を多方面から入手
し、当市の原子力政策の企画・立案に活用しました。

防災会議を開催して、原子力防災に関する議論を行いました。

職員に原子力関係の研修を受講させて、放射線・原子力発電・原子力防災等、原子力発電所立地
自治体職員として必要な知識を習得させました。
〇職員1名が(公財)放射線計測協会主催の原子力教養講座を受講しました。

住民の原子力に関する理解を深めるため、広報誌等による情報提供を行いました。
〇毎月全戸配布（34,100部）される市の広報誌「広報かしわざき」に「アトム情報」を掲載して、
放射線の基礎知識や市の原子力防災の取り組みなどを周知しました。
〇ＦＭラジオ番組放送を毎月1テーマ「アトム情報」と連携して制作して、月2回（再放送含む）放
送し、原子力防災に関する知識を周知しました。
〇冊子「原子力発電その経過と概要」を480部作成して、関係機関に配布するとともに市役所市政情
報コーナーに閲覧用を配置しました。

(公財)柏崎原子力広報センターに広報業務を委託して、研修会の実施・イベント参加・ホーム
ページでの情報発信と情報収集を行いました。
〇原子力講座（出前講座）：3回開催、参加者96人

住民を対象に原子力や原子力防災に関する講座を実施しました。アンケートでは、参加者の9割以
上が講座に肯定的な回答でした。
〇放射線教育研修会：1回開催、参加者28人

教職員が児童・生徒に放射線教育を行うに当たって、放射線について理解するための研修会を実
施しました。アンケートでは、参加者の9割以上が講座に肯定的な回答でした。
〇青少年向け科学イベント参加出展：イベント1回参加、参加者93人

柏崎市教育委員会・新潟工科大学主催イベント「科学のえんま市」に参加しました。実験等を通
じて、放射線を理解し学ぶ機会を提供し、幅広い年齢層から高評価をいただきました。
〇放射線教室：9校18回開催、参加者506人

小中学生を対象に主に放射線やエネルギーなどについての講義及び実験・実習を含む出張授業を
実施しました。アンケートでは、参加者の9割以上が内容を理解できて満足したと回答しました。



64,000

90,830

48,680

20,900

492,522

417,816

130,000

231,563

154,000

223,750

240,251

585,250

311,474

540,259

616,530

216,183

357,904

1,006,500

1,030,869

5,067,156

1,003,200

[連絡調整事業]・通信費 随意契約（少額） ＮＴＴドコモほか

[連絡調整事業]・旅費 ― 市職員

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無し

[連絡調整事業]・雑費 随意契約（少額） 中村石油（株）ほか

[連絡調整事業]・資料作成費 随意契約（少額） （株）高忠商店ほか

[広報事業]・展示事業 随意契約（特命） （公財）柏崎原子力広報センター

[広報事業]・ラジオ広報 随意契約（特命） （株）柏崎コミュニティ放送

[広報事業]・講演会、講習会、懇談会（エネルギー関
係施設研修会委託） 随意契約（少額） （公財）柏崎原子力広報センター

[広報事業]・講演会、講習会、懇談会（エネルギー・
環境セミナー委託） 随意契約（少額） （公財）柏崎原子力広報センター

[広報事業]・インターネット広報 随意契約（特命） （公財）柏崎原子力広報センター

[広報事業]・講演会、講習会、懇談会（業務委託） 随意契約（特命） （公財）柏崎原子力広報センター

[広報事業]ﾎﾟｽﾀｰ・ﾁﾗｼ・ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等広報（原子
力防災計画） 随意契約（少額） （株）小田

[広報事業]ﾎﾟｽﾀｰ・ﾁﾗｼ・ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等広報
（配布手数料）

指名競争入札 （株）中越エクスプレスほか

[広報事業]ﾎﾟｽﾀｰ・ﾁﾗｼ・ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等広報（経過
と概要） 随意契約（少額） （有）わかい印刷

[広報事業]ﾎﾟｽﾀｰ・ﾁﾗｼ・ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等広報（広報
かしわざき） 指名競争入札 （株）小田

[調査事業]情報収集整理・雑費 随意契約（少額） （株）創風システムほか

[調査事業]情報収集整理・負担金 随意契約（少額） （一社）日本原子力産業協会

[調査事業]情報収集整理・資料購入費 随意契約（少額） （株）大成出版社ほか

[調査事業]情報収集整理・賃金 ― 非常勤職員

市職員

[調査事業]研修・旅費 ― 市職員

[調査事業]研修・負担金 随意契約（少額） (公財)放射線計測協会 原子力防災入門講座

[調査事業]国内調査・旅費 ―

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

[調査事業]委員会・委員等謝金 ― 防災会議委員20人

交付金事業の契約の概要

2,162,440
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交付金事業の名称

広報・調査等事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 新潟県刈羽村

交付金事業実施場所 新潟県刈羽村一円

交付金事業の概要

（１）原子力発電施設等の周辺の地域の住民の安全確保に関する調査事業
（原子力関係視察・研修会への参加、原子力関連情報の収集・整理等）

（２）原子力発電施設等の周辺の地域の住民に対する原子力発電に関する広報事業
（パンフレット・インターネット等広報、展示事業の実施、見学会の開催等）

（３）原子力発電施設等の安全性に関して行われる連絡調整事業等
（国・県・関係市町村及び関係機関との連絡調整等）

総事業費 16,255,408  交付金充当額 16,255,408

交付金事業の成果目標
原子力発電所の立地地域として、原子力発電所や放射能に関する正しい知識を普及するとともに、原
子力を巡る情勢や発電所との共存状況等をよく理解する必要があるため、広報活動や視察研修等を開
催し、原子力発電所に対する理解の促進・不安の解消を図ります。

交付金事業の成果指標

・原子力関連施設の区長連絡協議会視察研修の開催
・区長等を対象とした視察研修のアンケート結果
「よく理解できた」「充実していてよかった」など肯定的な回答の割合：90％
・広報誌「生活・防災カレンダー」の発行：計1,700部

交付金事業の成果及び評価

（１）調査事業
原子力発電の安全性に関する情報収集、安全確保に関する適切な判断を行うために、区長連絡協議

会視察研修に随行し原子力発電の特性やエネルギー全般に関する情報を入手しました。参加者のアン
ケートは「理解できた」「原子力発電の大切さを再認識した」など90％以上が肯定的な回答でした。
また、適切な時期に必要な情報を得るため、書籍および新聞を購入し、安全確保に関する適切な判断
を行いました。
（２）広報事業

柏崎刈羽原子力発電所の現状（冊子：1,650部）および生活・防災カレンダー（冊子：1,700部）を
作成し、あわせてインターネット等により原子力に関する適切な内容を広報することで、知識の普及
をはかりました。また、展示事業の実施、区長連絡協議会等の原子力発電所等関連施設の視察に補助
金を交付するなど、原子力発電所や放射能に関する普及啓発を行いました。
（３）連絡調整事業

原子力行政が円滑に行われるために適切な時期に各種委員会や会議に出席し、十分な連絡調整を実
施することができました。

以上から、交付金の充当が成果目標の達成に寄与したと評価します。



別紙

(株)ビジョン・ウエーブ 568,700

［広報事業］インターネット広報
放射線監視データ自主放送連携システム保守委託等

随意契約 富士通ネットワークソリューションズ(株) 他 627,000

［連絡調整事業］旅費 － 刈羽村職員 353,430

［連絡調整事業］通信費、事務用品等 随意契約 日本郵便(株) 他 274,670

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

［調査事業］国内調査 － 刈羽村職員 493,482

［調査事業］研修 － 刈羽村職員 他 132,240

［調査事業］情報収集整理
資料購入費

－ (有)早川新聞店 他 454,603

［調査事業］情報収集整理
会計年度任用職員給料等

－ 刈羽村職員他 1,018,530

［調査事業］情報収集整理
負担金

－ （一社）日本原子力産業協会 130,000

［広報事業］ポスター、チラシ、パンフレット等広報

広報用カレンダー、冊子、封筒
指名競争入札 他 (株)第一印刷所中越支店 他 1,788,807

［広報事業］講演会、講習会、懇談会 随意契約 （公財）柏崎原子力広報センター 1,874,000

［広報事業］映画、ビデオ、スライド等広報

ＣＡＴＶ番組作成
指名競争入札

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

［広報事業］展示事業
セミナーイベント・パネル展示等

随意契約 (株)八 他 4,766,000

［広報事業］見学会 指名競争入札 他 柏崎交通(株) 他 3,773,946
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交付金事業の成果目標

福島第一原子力発電所事故後、柏崎刈羽原子力発電所から約15 ㎞しか離れていない当町では町民か
ら原子力発電所や放射能に対する不安の声が高まっています。このことを踏まえ、町民に対し原子
力発電所や放射能に関する正しい知識を普及するとともに、原子力行政に関する町民の理解を促進
するため、インターネットおよび原子力関係パンフレットによる広報活動を行います。

交付金事業の成果指標
・県広報誌「原子力だより」の町内世帯への配布率100％
・原子力関係パンフレット等の町消防団幹部団員および各分団代表者への配布率：100%

交付金事業の概要

柏崎刈羽原子力発電所の隣接自治体である当町の町民に対し、原子力発電に関する安全確保に関す
る調査、知識の普及を目的として、以下の事業を行います。

（1）原子力発電施設等の周辺の地域の住民の安全確保に関する調査事業
・原子力発電に関する情報や現在の動向の調査

（2）原子力発電施設等の周辺の地域の住民に対する原子力発電に関する知識の普及に関する事業
・インターネットでの最新情報の広報及び原子力関係パンフレット等の配付

（3）原子力発電施設等の安全性に関して行われる連絡調整事業
・関係機関との連絡調整及び町内全世帯への情報誌の速やかな送付

総事業費 140,000  交付金充当額 140,000

交付金事業の名称

広報・調査等事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 出雲崎町

交付金事業実施場所 出雲崎町



〔連絡調整事業〕事務用品 随意契約（少額） シンシン堂 11,098

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

〔広報事業〕原子力関係パンフレット 随意契約（少額） （一財）日本原子力文化財団 31,902

〔連絡調整事業〕通信費 随意契約（少額） 出雲崎井鼻簡易郵便局 21,000

〔広報事業〕インターネット広報 随意契約（少額） （公財）柏崎原子力広報センター 7,000

〔広報事業〕情報発信収集 随意契約（少額） （公財）柏崎原子力広報センター 3,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

〔調査事業〕情報収集整理 随意契約（少額） （株）つるやほか 66,000

交付金事業の成果及び評価

○原子力発電施設等の周辺の地域の住民の安全確保に関する調査事業
［評価］

原子力年鑑、原子力白書により原子力に関する知識や現在の動向を入手することができました。
また、地元新聞紙の購入により、特に柏崎刈羽原子力発電所に関する最新の情報を入手できまし
た。

○原子力発電施設等の周辺の地域の住民に対する原子力発電に関する知識の普及に関する事業
［評価］
（インターネット広報）

インターネットを利用することにより、最新の情報を広報することができました。
（原子力関係パンフレット等による広報）

原子力総合パンフレットおよび原子力防災パンフレットを町消防団の幹部団員および各分団代表
者に配布し、原子力発電および防災に関する正しい知識を広報することができました。

○原子力発電施設等の安全性に関して行われる連絡調整事業
［評価］

「原子力だより」の町内世帯への配布率は100％を達成し、そのほか関係機関の情報紙は全て納入
後速やかに全世帯へ配布しました。また、関係機関との連絡調整を密に行うことができました。


